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はじめに

　最近、「NPO法人を作ったけれども、うまくいかない…」「いろいろ変更し
たいけれども、どうすればよいか分からない…」「設立後何もしていなかった
ので、所轄庁から督促状が届いた」という声をよく聞きます。本書はこうした
声に応えたいという思いで作成したものです。
　一言でNPO法人の運営といっても、それはとても幅が広いのです。会社で
いえば経営です。運営も経営も、法人の基本でありながら、意外とそこが一番
難しい課題であったりします。
　活動をすることは専門であるし、慣れているのだけれども、運営上のことは
さっぱりダメというNPO法人はたくさんあります。それは、運営上のさまざ
まな庶務がしたくて法人を作ったのではなく、活動がしたくて法人を作ったの
ですから、ある意味、当たり前なのかもしれません。
　しかし、だからといって、世間はそんなに甘くはありません。NPOだから、
何でも大目に見てもらえるということは全くありません。決算も必要ですし、
登記も認証も届出も待ったなしで次々に訪れます。つい活動が忙しくて、所轄
庁や税務署、法務局などに提出しなければならない書類のことを忘れていると、
督促状が届いたり、罰金を課せられたりするのです。
　毎年毎年しなければならないことはたくさんあります。しかし、それらをす
べて専門家に依頼していたら、費用がどれくらいかかるか分かりません。そこ
で、自分たちでもできるように何とかしてほしい、そんなマニュアルがほしい
という要望に応えるために、この本を作ろうと考えたのです。
　現在、約４万の団体が、NPO法人として所轄庁から認証されています。こ
の約４万のNPO法人が、果たして、どこもみんなうまくいっているのでしょ
うか。答えは残念ながら、ノーです。４万あるNPO法人のうち、実際に活動
している団体は、およそ半分の２万団体くらいでしょう。さらに、当初の予定
通りに成功している団体はその20分の１くらい、およそ1,000団体あるかない
かではないでしょうか。
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　株式会社や有限会社は長い歴史があるので、休眠している会社もたくさんあ
ります。しかし、NPO法人はまだ法律ができて約14年しか経っていません。
休眠を必要とするほど、歴史的な時間の経過はありません。しかも、法人化し
て数年の団体が５割以上を占めているにもかかわらず、このようなありさまな
のです。なぜでしょうか？
　それは、見通しが甘すぎるということ、また、法人を作るということを軽く
考えているということです。NPO法人の設立時の認証においては、事業の成功、
失敗というところにまで、審査は及びません。間違いなくこの団体はうまくい
かないだろうと所轄庁の職員が思ったとしても、書類さえ不備がなければ、認
証を与えなければならないのが現状なのです。こうした悲惨な認証申請が、結
局はスタートもできない、またスタートしたけれども暗礁に乗り上げてしまう
法人をたくさん作ってしまうのです。
　つまり、みなさんが自分たちの法人、または自分たちがサポートしようとし
ている法人の運営に積極的にかかわり、自分たちで何でもできるようにしなけ
ればならないのです。他人を頼らず、自立して活動できるように、この本では
法人化後に必要なさまざまな手続などを、専門家でなくても本書を見ながら行
えるように、分かりやすく書き下ろしました。
　ぜひ、本書を参考にして、トラブルの起こらない運営を心がけてください。

平成25年６月１日　福島　達也
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1 NPO法人の会計と手順

　NPO法人は翌事業年度の開始から３月以内に「事業報告書」「活動計算書」「貸
借対照表」「計算書類の注記」「財産目録」「前事業年度の年間役員名簿」「前事
業年度末日における社員のうち10人以上の者の名簿」を所轄庁に提出しなけ
ればなりません。例えば、定款で事業年度を４月１日から３月31日と定めて
いるNPO法人では、６月30日までに報告することになります。

　この報告書のうち、「活動計算書」「貸借対照表」「計算書類の注記」「財産目
録」の作成において、会計の知識が必要となります。

■活動計算書

　活動計算書は、活動にかかったコストがどのくらいであるかを「費用」で表
し、それをどのような形で賄ったかを「収益」で表すことで、活動の結果を正
味の財産が１年間でどれだけ増えたのか、減ったのかを「収益」－「費用」＝
「当期正味財産増減額」で表します。

■貸借対照表

　貸借対照表は、年度末時点での資産、負債、正味財産の有高を示すものです。
事業年度を４月１日から３月31日と定めているNPO法人ではあれば３月31日
現在の残高が表示されることになります。

NPO法人の会計3

4／1 3／31 6／30

報告

事業年度
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